
（別添２－３） 

講師履歴書 

フリガナ 

氏  名 

 
上半身、正面、 

無帽状態で 

６ヶ月以内に 

撮影された写真を 

貼付すること。 

 

生年月日       年   月   日 

自宅住所  

現在の勤務先 

と業務内容 

勤務先名  

住所  

業務内容 （    年 月～現在） 

専任・兼任 

の別 
専任 ・ 兼任 

担当科目に 

関連する 

資格と免許 

資格・免許の名称 
取得年月日 

年 月 日 

1     

2     

3     

担当科目に 

関連する職歴 

 

※教員の場合 

は、学校名と 

担当教科名 

勤務先名称 職種 就 業 期 間 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

１ 大阪府障がい者居宅介護従業者基礎研修事業実施要領を熟読のうえ、担当科目の講師要件を理解し

ている。 

２ この履歴書に記載の氏名、資格（取得年月日）、略歴について、研修事業者のホームページで情報

開示することに同意している。 

以上承諾のうえ、記載内容に相違ないことを証明します。 

 

   年   月   日 （講師氏名）                 ※３ 

※１ 欄が不足する場合は適宜用紙を追加すること。 

※２ 資格証明証等の写しを添付すること。 

※３ 機器による印字または自署とすること。 



講師履歴書 この研修で担当する科目・項目名およびその番号 
講師氏名                           

科目名・項目名 要件(該当するものの記号を記入してください。) 

（１）福祉サービスを提供する際の基本的な考え方に関する講義（３時間） 

 ①サービス提供の基本的視点 

（３時間） 

 A 介護福祉士の資格を有し、５年以上の介護業務の経験を有する者 

B 在宅介護支援センターまたは地域包括支援センターに勤務する職員で、３年以上の相談援助業務の経

験を有する者 

C 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

（２）障がい者福祉及び高齢者保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義（４時間） 

 ②障がい者（児）福祉の制度とサービス（１

時間） 

 Ａ 介護福祉士の資格を有し、５年以上の介護業務の経験を有する者 

Ｂ 社会福祉士の資格を有し、５年以上の相談援助業務の経験を有する者     

Ｃ 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

Ｄ 介護支援専門員又は相談支援専門員の資格を取得した後、３年以上のサービス等計画等作成業務の経

験を有する者 

Ｅ 在宅介護支援センターまたは地域包括支援センターに勤務する職員で、３年以上の相談援助業務の経

験を有する者 

Ｆ 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

③高齢者福祉の制度とサービス（１時間）  

④障害者総合支援法の理解と権利擁護（２時

間） 

 

（３）居宅介護に関する講義（３時間） 

 ⑤居宅介護サービス概論（１時間）  A 介護福祉士の資格を有し、５年以上の介護業務の経験を有する者 

B 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

C 介護支援専門員又は相談支援専門員の資格を取得した後、３年以上のサービス等利用計画等作成業務

の経験を有する者 

D 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

⑥居宅介護サービスの基本視点（２時間）  

（４）障がい者及び高齢者の疾病、障害等及び基礎的か介護技術に関する講義（６時間） 

 ⑦サービス利用者の理解（１時間）  A 介護福祉士の資格を有し、３年以上の障がい福祉サービスでの介護業務の経験を有する者 

B 精神保健福祉士の資格を有し、５年以上の相談援助業務の経験を有する者 

C 医師 

D 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

E 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

⑧身体障がい者の理解（３時間）  

⑨知的障がい者（児）の理解（２時間）  

（５）家事援助の方法に関する講義（４時間） 

 ⑩家事援助の方法  （４時間）  A 介護福祉士の資格を取得した後、５年以上の介護業務の経験を有する者 

B 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

C 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

（６）医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義（５時間） 

 ⑪医学の基礎知識   （３時間） 

 

 A 介護福祉士の資格を有し、３年以上の障がい福祉サービスでの介護業務の経験を有する者 

B 精神保健福祉士の資格を有し、５年以上の相談援助業務の経験を有する者 

C 医師 

D 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

E 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

⑫心理面への援助方法 （２時間）  

（７）人権啓発に関する基礎知識（２時間） 

 ⑬人権啓発に関する基礎知識（２時間）  A 学識経験者、弁護士 

B 人権啓発を行う団体職員 

C 人権啓発を行う行政主管課職員 

D 大阪府人権擁護士 

E 法務大臣が委嘱した人権擁護委員 

（８）福祉サービスを提供する際の基本的な態度に関する演習（４時間） 

 ⑭共感的理解と基本的態度の形成（４時間）  A 介護福祉士の資格を取得した後、５年以上の介護業務の経験を有する者 

B 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

C 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

（９）基礎的な介護技術に関する演習（１０時間） 

 

 

⑮介護技術入門 

ⅰ食事の介護（２時間） 

 A 介護福祉士の資格を取得した後、５年以上の介護業務の経験を有する者 

B 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

C 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

ⅱ排泄・尿失禁の介護（２時間）  

ⅲ体位・姿勢交換の介護等（２時間）  

ⅳ車いすへの移乗等及び移動の介護（２時

間） 

 

ⅴ緊急時対応法等   （２時間）  

（10）事例の検討等に関する演習（３時間） 

 ⑳ホームヘルプサービスの共通理解（１時間） 

 

 A 介護福祉士の資格を取得した後、５年以上の介護業務の経験を有する者 

B 看護師又は准看護師の資格を取得した後、５年以上の在宅・施設福祉サービスでの看護業務の経験を

有する者 

C 相談支援専門員の資格を取得した後、３年以上のサービス等利用計画作成業務の経験を有する者 

D 当該科目を現に教授している介護福祉士養成施設又は福祉系高等学校の教員 

E 在宅介護支援センターまたは地域包括支援センターに勤務する職員で、３年以上の相談援助業務の経

験を有する者 

㉑障がい者ケアマネジメントの方法と理解

（２時間） 

 

（11）生活介護を行う事業所等のサービス提供現場の見学（８時間） 

 (A)ホームヘルプサービス同行訪問 （４時間×１日）  

(B)在宅サービス提供現場見学 （４時間×１日） 

 



記入例（別添２－３） 

講師履歴書 

フリガナ 

氏  名 

オオサカ タロウ 
上半身、正面、 

無帽状態で 

６ヶ月以内に 

撮影された写真を 

貼付すること。 

大阪 太郎 

生年月日 昭和００年００月００日 

自宅住所 堺市堺区・・・ 

現在の勤務先 

と業務内容 

勤務先名 学校法人○○会 ○○大学  

住所 大阪市中央区・・・ 

業務内容 社会福祉学部 教員           （平成２８年４月～現在） 

専任・兼任 

の別 
専任 ・ 兼任 専任 ・ 兼任 

担当科目に 

関連する 

資格と免許 

資格・免許の名称 取得年月日 

年 月 日 

1 介護福祉士 平成１５ ３ ３０ 

2 介護支援専門員 平成２０ ８ １ 

3     

担当科目に 

関連する職歴 

 

※教員の場合 

は、学校名と 

担当教科名 

勤務先名称 職種 就 業 期 間 

社会福祉法人○○会 

特別養護老人ホーム○○ 
介護職員 

平成 20 年 4 月～平成 25年 3 月 

（ 5 年 0 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

  
年 月 ～  年 月 

（  年 ヵ月） 

１ 大阪府障がい者居宅介護従業者基礎研修事業実施要領を熟読のうえ、担当科目の講師要件を理解し

ている。 

２ この履歴書に記載の氏名、資格（取得年月日）、略歴について、研修事業者のホームページで情報

開示することに同意している。 

以上承諾のうえ、記載内容に相違ないことを証明します。 

 

   年   月   日 （講師氏名）   大阪 太郎          ※３ 

※１ 欄が不足する場合は適宜用紙を追加すること。 

※２ 資格証明証等の写しを添付すること。 

※３ 機器による印字または自署とすること。 

当該事業所で、もっぱら研修講師として従事している場合は、「専任」として

ください。「専任」の基準は、当該講師の全就業時間の５割以上であるか否かで

判断してください。 

したがって、「専任」であっても、他の業務（例：事務職員）や他社で仕事に

従事しうる場合もあり、「兼務」は可能です。 

当該研修の講師要件に関連しな

い資格・免許の記載は不要です。 


